
- 2 - 
 

令令  和和  ６６  年年  度度  事事  業業  報報  告告  
１１．．概概        況況    

令和 6 年度の法人会活動は、コロナ禍前の水準同様に活発に実施され、第１１回定時
総会と併せて計画した「創立７０周年記念事業」も盛大に開催し、予定していた事業をほ
ぼ計画通りに実施することができた。 

このような環境下、今年度も監事と税理士による監査体制を維持し、ガバナンスの  
強化を図るとともに「組織・財政基盤の確立」「事業活動の充実」「ｅ−Ｔａｘの推進」
「事務局体制の強化」を活動の基本方針として取り組んできた。 

「組織・財政基盤の確立」については、組織基盤強化のため「役員一人一社獲得運動 
１,０００」を継続推進するとともに、組織・厚生委員会合同による会員増強施策に取り
組んできた。また、金融機関・提携生損保会社等へ加入勧奨の協力要請を行い、９月から
１２月までの４ヵ月間、支援団体と連携して会員増強特別運動を実施した。令和６年  
１２月末の会員数は３９,２９４社となり、前年末比３７２社の減少となった。新規獲得
数は昨年比１３５社増加し１,２９４社、退会数は昨年比１０２社増加し１,６６６社と 
なり、減少幅は縮⼩したが減少傾向には⻭⽌めがかかっていない。 

一方、財政基盤強化のため令和５年度より続く福利厚生制度加入企業拡大キャンペー
ン「Challenge１００」に取り組んできた。令和２年度以降、コロナ禍などの景況もあり、
前年度実績を下回って推移していた収入保険料は、４年ぶりに増加に転じた令和５年度
に続き、令和６年度も対前年比増加となった。また、経営者大型総合保障制度では、今年
度も「役員１人１社紹介運動」を展開し、紹介成約件数は８８社（前年度１０６社）とな
った。なお、役員加入率は７２.９％となり、昨年度に続き７０％台を維持した。 

「事業活動の充実」については、今年度もより多くの会員の声を反映させるため、全法
連作成のアンケートを使い、全会員を対象に税制改正アンケート調査を実施した。回答
方式は QR コードを活用しインターネットによる回答とした。延べ回答率は７.６％
（３,０２３名、前年比＋６８９名、回答率＋１.８%）と増加し、税制改正要望に会員の
意見を反映させた。また、地域社会貢献活動では、昨年度コロナ禍後に復活した⻘連協の
サイエンスショー（租税教育）を、令和６年度も開催した。女連協では、⼩学生を対象に
した租税教育などのブロック合同事業を事業見直しの観点から令和６年度は２ブロック
で開催し、法人会活動の周知とイメージアップを図った。また、全法連アンケート調査シ
ステムを利用した埼玉県連独自の「事業に関するアンケート調査」に基づき、法人会のＰ
Ｒ活動を行った。９〜１２月の会員増強月間に連動させ、会員増強と法人会の知名度向
上を図るためにケーブルテレビ J:COM にて会員企業紹介番組を制作し９〜１１月に放
映した。更に１１月の「税を考える週間」には、全法連制作のテレビ CM を J:COM で放
映し、東法連及び６県連で連携したＪＲ電車内広告及び県内単位会事務局最寄り駅への
駅貼りポスターの掲出を実施した。１２月には、⺠放公式テレビ配信サービス「ＴＶｅｒ」
にて同じく全法連制作のテレビＣＭを放映した。 

「ｅ−Ｔａｘの推進」については、税務署・税理士会との連携を図り、未利用先の利用
促進を図った。また、役員企業を中心に法人税申告における添付書類も含めたｅ−Ｔａｘ
の利用促進に努め、３月末で利用率は９６.３％（前年比＋０.６％）となった。 

「事務局体制の強化」については、全法連で設定された「単位会支援のための県連機能
強化助成金」を活用し、アドバイザー等による単位会訪問を通じて法令遵守の徹底及び
事務局業務の DX 化に通じる業務の標準化・効率化等について指導・フォローに努めた。
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